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リート市場レポート 

 Ｊ-ＲＥＩＴ市場への影響 

足元のＪ-ＲＥＩＴ市場は米国利上げ観測、国内金利の上昇懸念等を背景に軟調な展開が続いてい
ます。与党の政策のひとつとして、以下のようなヘルスケアＲＥＩＴの上場推進を含むＪ-ＲＥＩＴ市場の
育成が掲げられていることは、日銀によるＪ-ＲＥＩＴ買入れと合わせて投資家の心理を好転させ、市場
を下支えする要因にもなりうると考えます。 
～2020年の不動産証券化市場は足元の約2倍に拡大～ 

• 不動産証券化協会等によると、Ｊ-ＲＥＩＴの保有不動産額は約13.2兆円（2015年4月末）、私募ＲＥＩ
Ｔは約1兆円（2014年12月末）、不動産特定共同事業は約0.4兆円（2015年3月末）、合計で約15兆
円です。ＫＰＩで示された30兆円という規模はその約2倍の大きさに相当します。 

～介護施設や病院等の施設に専門に投資するヘルスケアＲＥＩＴの上場推進～ 
• 日本経済再生戦略に合わせて公表された自民党税務調査会の「民間主導の成長マネー供給の

実現に向けて」では、「インフラ整備やヘルスケア施設等に係る資金調達」が課題のひとつに掲げ
られています。民間資金の活用のため、上場インフラファンド市場に係る諸制度の整備やヘルス
ケアＲＥＩＴの上場推進等にも積極的に取り組むことが求められると述べられています。 

• 国土交通省は6月17日、病院を投資対象とするＲＥＩＴの普及を促すための指針を取りまとめました。
当指針は7月1日から適用されます。昨年6月に公表されたヘルスケアＲＥＩＴの指針では病院は対
象外となっていましたが（※2）、今回策定された指針で投資が可能になります。 
(※2）2015年5月末時点で上場しているヘルスケアＲＥＩＴは2銘柄（日本ヘルスケアＲＥＩＴとヘルスケア＆メディカルＲＥＩ

Ｔ）。どちらも病院は非保有。 

 「経済好循環の実現に向けて～横串と団子～」（Ｊ-ＲＥＩＴ関連） 

6月16日、自民党の日本経済再生本部が2015年版の日本経済再生戦略「経済好循環の実現に向け
て～横串と団子～」を発表しました。「持続可能な成長と経済好循環の実現」を達成するための3つの
ビジョンと5つのアプローチが提示されています。 
アプローチのひとつ「稼ぐ力の確立」の中の、「市場型間接金融育成によるマネー獲得の潤滑化・ス

トックマネーの活用」でＪ-ＲＥＩＴに関して以下のような言及がみられます。 
●Ｊ-ＲＥＩＴ市場・不動産証券化市場の将来戦略として、資産デフレ脱却の流れを加速するため、民
間資金等をＪ-ＲＥＩＴ市場・不動産証券化市場に呼び込むことが重要であり、そのための施策を講
じるべきであること 

●ＫＰＩ（重要業績評価指標（※1））として、2020年を目途に、Ｊ-ＲＥＩＴ・私募ＲＥＩＴ・不動産特定共同
事業による保有資産総額を30兆円程度に拡大すること 

 （※）ＫＰＩ（Key Performance Indicator）とは、目標の達成度合いを計る定量的な指標を意味する。目標に向かって日々業
務を進めていくにあたり、「何を持って進捗とするのか」を定義するために設定される尺度。KPIは継続的に測定・監視
され、その定量目標実現のための改善が行われる。 

【図表1】東証ＲＥＩＴ指数と10年国債金利推移 【図表2】Ｊ-ＲＥＩＴ保有物件額推移 

 出所：ブルームバーグデータを基にニッセイアセットマネジメント作成  出所：不動産証券化協会データを基にニッセイアセットマネジメント作成 

（2003年4月～2015年4月 月次） （2015年1月5日～6月17日 日次） 

（年/月） 
（年/月） 

0

2

4

6

8

10

12

14

03/4 06/4 09/4 12/4 15/4

（兆円） 保有不動産額


	2015年版日本経済再生戦略について（Ｊ-ＲＥＩＴ関連）

